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研究成果の概要（和文）：「無届け老人ホーム」を社会ニーズに対する民間の自発的な応答と捉え、そのあり方
を物理的環境と人的環境および制度設計の観点から検討した。その結果、指導指針への適合を画一的に求めない
厚生労働省の指導指針と反し、各行政庁単位の指導状況では、一律基準への適応を求め、柔軟性を欠く現状があ
きらかになった。一律な「老人ホーム」の制度として、庇護するべき対象として居住者を捉え運用し、一方でそ
こに馴染まない住まいを「無届け」と扱うのではなく、多様な高齢者の住まいとしての「老人ホーム」およびそ
の周辺について、居住者の能力や権利を段階的にあるいは幅があるものとして位置付け、制度設計につなげてい
く必要がある。

研究成果の概要（英文）：We examined the concept of "unlicensed elderly homes" as a voluntary private
 sector response to social needs, and analyzed their existence from the perspectives of physical 
environment, human environment, and institutional design. As a result, it became clear that the 
current situation lacks flexibility, as the guidance from the Ministry of Health, Labour and Welfare
 does not uniformly demand compliance with guidelines, while the guidance situation in each 
administrative agency demands adaptation to uniform standards. Instead of treating residents as 
subjects to be protected under a uniform "elderly home" system and categorizing homes that do not 
fit in as "unlicensed," it is necessary to position "elderly homes" and their surroundings as 
diverse living spaces for the elderly, recognizing residents' abilities and rights in a step-by-step
 or wide-ranging manner, and connecting this to institutional design.

研究分野：建築計画

キーワード： 無届け老人ホーム　高齢者グループリビング　有料老人ホーム　サービス付き高齢者向け賃貸住宅
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研究成果の学術的意義や社会的意義
「無届け老人ホーム」を社会ニーズに対する民間の自発的な応答と捉え、そのあり方を物理的環境と人的環境お
よび制度設計の観点から検討した。その結果、指導指針への適合を画一的に求めない厚生労働省の指導指針と反
し、各行政庁単位の指導状況では、一律基準への適応を求め、柔軟性を欠く現状があきらかになった。一律な
「老人ホーム」の制度として、庇護するべき対象として居住者を捉え運用し、一方でそこに馴染まない住まいを
「無届け」と扱うのではなく、多様な高齢者の住まいとしての「老人ホーム」およびその周辺について、居住者
の能力や権利を段階的にあるいは幅があるものとして位置付け、制度設計につなげていく必要がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
無届けホームの出現 
近年、高齢者が集まって居住する建物火災の被害が相次ぎ、「無届け」有料老人ホームの存在が
着目されるようになった。2017 年厚生労働省の調査によると 1046 カ所の無届け有料老人ホーム
が存在する。有料老人ホームは全国で 12,608 カ所なので、無届けホームはその 1割近くとなっ
ている。届出を行なっていない理由として、消防法、建築基準法の適合不可のほか、「行政の干
渉から自由に事業を行いたい」が挙げられている※1。 
 
無届けとなる理由と行政指導の硬直性 
「無届け」となる理由のひとつに、2006 年老人福祉法の改正がある。それまで入居者が定員 10
人未満のものは届出の必要がなかったが、定員の規定が撤廃され、65 歳以上の高齢者を 1 人で
も入居させ、食事等のサービスを提供していれば、有料老人ホームの届出をしなければならない、
となった。このため、宅老所などを起源とする小規模運営の施設や学生下宿から転身した高齢者
下宿等が届出の提出を求められるようになった※2。 
厚生労働省は、民間の創意工夫を阻害するような、指導指針への適合を画一的に求めることはな
いと通知は出している※3が、消防や建築指導といった関連部局も多く、行政指導の柔軟性に事
欠く状況が報告されている。 
 
「住宅」と「施設」の境界線の再定義の必要性 
単身高齢者の居住という観点では、「住宅」と「施設」のあり方は多様化し、アパート、宿泊所、
シェアハウス、老人ホーム、等などの境界線が流動的になり、「住宅」「施設」の定義と制度運用
はより不安定になっている。「有料老人ホーム」という単一の枠組みだけでは不十分であり、単
身高齢者の居住を通した再定義が必要である。 
宅老所が原型となり小規模多機能ホームが制度化されたように、無届けホームの中に新たな枠
組みとなる住まいのカタチが見出しうるのではないだろうか。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では「無届け老人ホーム」を社会ニーズに対する民間の自発的な応答と捉え、「住宅」と
「施設」の境界領域に存在する単身高齢者の住まいの実態から、そのあり方を物理的環境 (面
積、消防設備等)と人的環境(居住者相互の関係、運営者・支援提供者との関係)および制度設計
(介護保険法、賃貸借契約等)の観点から検討し、新たな枠組みを提案することを目的として、第
１回調査を進めた。2020 年 1 月～ 3月に第１回調査を実施したが、2020 年 3月から、新型コ
ロナウィルス感染症の流行により、高齢者が多く居住する調査対象はその対応に忙殺され、調査
が困難な状況に陥った。 
また、さらに運営者にヒアリングを進める中で、自由な暮らしを希求する高齢者の住まいに居住
する居住者や運営者からも「居住限界」が存在するとの声が聞かれたため、第２回調査として、
その居 f住限界を明らかにする目的で調査を行った。 
 
３．研究の方法 
３−１．第 1回調査 運営者に対する調査 
 
研究対象として、「無届け」有料老人ホームに該当する高齢者グループリビングを対象とした。
いずれも居住者の「自由な暮らし」を希求し、居住者間の関係性を重視する運営から、「有料老
人ホーム」の適用は馴染まないと判断し、届出を行っていないが、居住者を尊重し良好な運営を
行なっている住まいである。 
 
9 つの高齢者グループリビングの運営者に対し、事前に質問紙調査に回答を得た上で、半構造化
インタビュー調査を行った。対象の選定については、グループリビング運営協議会に所属する高
齢者グループリビングに依頼し、同意の得られた事業所である。表 1 に対象を示す。調査期間
は 2020 年 1 月～ 3月である。 
 
 
 
 
 
 
 



３−２．第２回調査 居住者に対する調査 
３−２−１．調査方法 対象者 
 
第２回調査では、、第１回調査と重複する高齢者グループリビングのうち、協力が得られた７つ
の居住者を対象とし、半構造化インタビュー調査を行った。所在地は全国に分布する。運営開始
後 6～21 年が経過している。5～10 人が入居する。居住者の平均居住年数は 2.95～9.06 年であ
り、平均要介護度は 0～0.88 と比較的低く健常な高齢者である。居住者の基礎情報は、運営者に
対するアンケート調査結果から得られている。表２表３に示す。調査期間は 2021 年 6月～ 8月
である。 
 

 
 

 
 
 
 
 
３−２−２．分析方法 
 
インタビュー音声の文字起こしを行い、ひと続きの会話を 1つのパラグラフとして抽出した。抽
出したパラグラフは 161 であり、１つのパラグラフは平均 167文字(最大 1338,最小 28)である。
表 4 に示す。パラグラフの内容から帰納的に８つのパラグラフカテゴリを生成した。表 4 に示
す。なお、インタビュアーによる相槌,同義の言い換えは(中略)にて割愛した。「1,居住の経緯と
年数」については、インタビュー導入時の、相互理解、信頼関係醸成のための部分であり、分析
を割愛している。６～８については、誌面上割愛する。当初想定した構造的な設問に沿って、カ
テゴリ２、３について分析を行い、次に、その話題の中ででてきたカテゴリ４、5について分析
を進める。なお、パラグラフ数の多いカテゴリ 2-4 については、その内容をサブカテゴリに分け
て分析を進める。カテゴリ 5 については、具体的な内容を把握するために適切と考えて、サブカ
テゴリのレベルを他のカテゴリよりも詳細に分析を行った。 

表 1. 調査 1:調査対象事例の概要と有料老人ホーム等への登録の有無 

表 2. 調査 2:調査対象者の概要 

 

表 3. 調査 2:居住者インタビュー調査の概要 

 

 

表 4. 調査 2:ヒアリングに出現したカテゴリとその

パラグラフ数 

 



４．研究成果 
４-１. 第 1回調査 運営者に対する調査 
 
表 5 に各グループリビングに対する行政指導の状況を示す。対象 B、対象 Dは建設当時から行政
と話し合う、県の補助事業で建てられたという経緯があるなどの理由から、市の福祉行政の中で
も位置付けられており、登録要請はない。対象 G,対象 Hは対象 Bと同じ市内であり、この理由
から強い行政指導はないものと推定できる。対象 C,対象 F については、高齢者グループリビン
グ事業以外に、地域の助け合い活動事業、あるいは、高齢者介護福祉事業を長年にわたり実施し
ており、行政との間で信頼関係が築けていることが厳しい行政指導がない理由と考えられる。こ
れに対し、対象 E,Iでは厳しい行政指導が行われ、有料老人ホームあるいはサービス付き高齢者
住宅に登録せざるを得なかった。対象 Iでは、自立した高齢者を対象にした自由な暮らしにした
いと考えているものの、一度、有料老人ホームに登録すると、その基準に従い、居住者を管理す
るような指導を受け、また、有料老人ホームという表記をみて応募してくるため、サービスを受
けることを目的にした居住者があつまるなどの弊害が発生している。 
 

 
 
４-２. 第２回調査 居住者に対する調査 
 
４-２-１. 居住継続意向 
居住継続意向に関するパラグラフでは、居住者が「最期まで住みたい」けれども「叶うかどうか
わからない」あるいは「老いていく姿を見られたくない」と葛藤する様子が確認できた。運営者
との、あるいは居住者間の関係性の中で考えができていると考えられる。 
 
４-２-２.  認知症発症時の居住継続の是非について 
認知症発症時の居住継続の是非についてのカテゴリでは、具体的な経験を元に居住者自身の考
えを示す内容であった。些細なトラブルについては、「お互い様、明日は我が身」と受け止めて、
居住者間の支援により対応している様子が伺えた。これらは、同時に居住者間の関係性により、
居住継続できるかどうかが一律ではないことも示唆している。一方で、夜間外出や火事の安全面
を著しく脅かすトラブルは、やはり居住限界につながることも確認できた。また、自分自身に置
き換えて、不安や悔恨に至っている。認知症居住者が認知症グループホームと EGL、どちらが適
切かについては、各々考えを巡らせていることも垣間見れた。いずれも当事者の居住者グループ
内での位置付け(見守られる立場か、リーダー的立場かなど)と、それによる当事者の自尊感情の
形成について慮っている。 
 
４-２-３.  居住者同士の関係 
居住者それぞれにより、手放しで肯定するコメントから交流がないとする意見もあった。多くが
「みんなが仲良くなくてよい」と留保つきの関係性をグループリビングのそれとして肯定的に
受け止めている様子が伺えた。9-10 人がちょうど良いと人数規模に言及するものもあった。一
方で、居住者会議等、居住者の意見を汲み上げる機会を設けているにも関わらず、運営者に気を

表 5. 調査 1:各グループリビングにおける行政指導の状況 

 



遣って、意見を言わないなどの様子も見受けられた。否定的な意見の中には、「思い描いた EGL
の姿と異なる」など交流を期待する声も聞かれた。コロナ禍により食事を共にする交流機会が減
少した可能性も指摘できる。 
 
４-２-４. 相互扶助の様子 
相互扶助の様子の 52 パラグラフのうち、具体的な相互扶助の例を示したものが 50 つあった。１
つのパラグラフに複数の例が示されているものもあり、55 つの例を抽出することができた。こ
れらを内容ごとに分類すると、表 12 のようになった。以下件数を()で示す。 
具体的には、緊急時の対応(4)、夜間の対応(3)など、これまでの経験から述べているもの、災害
時(1)の精神面での安心に言及するものがあった。食事を呼びにいく(4)、配膳下膳(4)など、食
事を共にするというグループリビングの特徴に関連したものあるいは、デイサービスの見送り
や出迎え(2)、話し相手(3)、病院の付き添い(1)など、同居家族が行う類のものも見られた。さ
らには、気遣い・気配り・見守り(6)と表現されるもの、ちょっとした声かけ(6)、あるいは夜間
の物音(4)で互いに気遣う様子が伺えた。同様に相手もしてくれているだろう、という信頼感も
感じられる。ラジオ体操や手作りスムージーや新聞を届けるなどの活動は朝の安否確認(3)とし
て、相手の負担にならないように工夫されている。 
医療(3)についても、包帯を取り替える、薬を切る、保冷剤を持っていくなど同居家族が行う類
のものといえる。認知症を補う情報提供(2)でも、相手に負担にならないことを考えた、ささい
な表現ひとつの支援である。運営者や家族への状況報告(3)は、やはり日常をともにしているか
らできることである。 
その他では、「柔軟剤の蓋を緩める 69-D10」などがあり、とても些細な、それでいてお互いの心
を通わせあえる相互支援が確認できた。これらは同じ心身能力である高齢者同士だからこそ判
り、気遣える、些細な相互支援といえる。 
 
５.結論  
 
運営者に対するインタビュー調査(第１回調査)では、各行政庁により異なる対応が見られた。高
齢者の住まいに対する各行政庁の姿勢やこれまでの政策との関連、運営者との信頼関係、先行事
例の有無などが影響していることが判った。また、表記が入所者選定にも影響し、目的と異なる
入所者が増えてしまうなどの影響も見られた。 
居住者に対するインタビュー調査(第２回調査)に至る過程では、「自由な暮らし」を希求しつつ、
一方で、高齢者の心身能力が変容しやすく、居住限界が存在する、という不安定な住まいの側面
も垣間見られた。実行したインタビュー調査では、その 1)居住継続意向、2)居住限界、3)居住
継続を支えているもの、4)EGLにおける居住者同士の交流の実態について、特に認知症発症時に
着目して明らかにした。 
1)居住継続意向では、居住者が、これまでの退去した居住者の様子から、高齢期の心身能力の低
下を学び、居住限界があることを認識しながらも、「最期まで暮らす」ことを願う様子が明らか
になった。自分が居住限界に近いと認識している居住者からは、いつまで居住できるのか不安を
感じる様子も伺えた。 
2)居住限界については、1)と同様、これまでの認知症を発症した居住者の経験をもとに、軽度～
中度の認知症の居住者に対しては、「お互い様 明日は我が身」として、穏やかに暮らせるよう
に気遣ってきた様子が伺えた。一方、居住者の拙速な対応で認知症を悪化させたことを悔やむな
どの経験も見られた。同時に居住者間の関係性により、居住継続できるかどうかが一律ではない
ことも示唆している。一方で、夜間外出や火事の安全面を著しく脅かすトラブルは、やはり居住
限界につながることも確認できた。高齢者グループホームとどちらが適切か、という問いについ
て、認知症となった当事者の居住者の自尊感情を考慮しながら考察されていた。 
3)居住継続を支えているものとして、居住者同士の相互支援の具体的な内容が明らかになった。
夜間時の緊急対応など、スタッフ顔負けの支援もあれば、「互いに気遣う」「認知症居住者に対し
てさりげなく情報を補う」あるいは「柔軟剤の蓋をゆるめておく」など、極めて些細な、それで
いてお互いの心を通わせあえる相互支援が確認できた。これらは同じ心身能力である高齢者同
士だからこそ判り、気遣える、些細な相互支援といえる。 
4)居住者同士の交流の実態については、居住者によりさまざまだったが、多くが「みんなが仲良
くなくてよい」と留保つきの関係性をグループリビングのそれとして肯定的に受け止めている
様子が伺えた。 
特に、相互支援に関する居住者のコメントは、居住限界を抱えながらも、あえて高齢者グループ
リビングに住む価値を垣間見せるものがあった。極めて些細な相互扶助ながら、互いに気遣って
くれているだろうという互いの信頼関係の醸成されており、単にサービスを受けることでは感
じられない心の豊かさが高齢者グループリビングの本質といえるのかもしれない。 
一方で、居住限界に近づく居住者からは不安を感じる様子が伺えた。今後、高齢者グループリビ
ングの居住者が老いゆくことに安心できるように、グループリビングの居住限界を迎えた後の
住まいとの連携などが必要であると考える。 
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